
環境研究会　２００６年１１月１７日　討議内容覚え
「原単位vs. 総量」

背景：昨年までは、温室効果ガスとしての二酸化炭素排出に関する格付け評価の対象は、「総量あるいは原単位」であった。しかし、今年からレベル４では原単位に加え総量を格付け評価の対象とすることになった。これに対し、従来通りを望む声もあった。その理由には次のものがある。すなわち、（１）原単位管理と総量管理とでは、企業活動に対する基本的考え方が異なっており、総量管理では統制色が強く経済活動の阻害要因となる。（２）特に、業種や業態によっては、却って総量管理が企業努力を損なう事になりかねないと懸念される。

ケーススタディ：本課題を考える事例として、東京電力の場合を伺った。その概要は次のようであった。すなわち：
　東京電力は経営理念として、「環境配慮」、「エネルギー安定供給」、「経済性」の３つを同時に達成することを目指している。そこで、「販売電力量当たりのＣＯ２排出量」と「販売電力量」との積であるＣＯ２排出総量については、ＣＯ２排出原単位を自社で管理可能な指標とし、２０１０年度時点のＣＯ２排出原単位を１９９０年度比２０％削減するという数値目標をたてている。一方、「販売電力量」は、本来、お客さまが決定する要素であり企業の管理が及ぶものではないと考えている。もちろん、「エコライフの提唱」、「高効率機器の普及支援」などを通じて、電気の効率的な使用に向けたお客さまの努力のお手伝いは積極的に実行している。更に、効率のよいヒートポンプ式エアコン、エコキュートの普及拡大をはかることにより、特に家庭用・業務用の給湯・暖房需要について化石燃料の直接燃焼から電力利用への転換を進めており、社会全体のＣＯ２排出量削減へも貢献している。
いうまでもなく、段階的に自由化されてきた電力市場においてＣＯ２原単位の悪い電力が社会で繁茂することは阻止すべきである。東京電力は、このような考えから、価格面での努力と併せて環境面での優位性を訴えて市場競争を勝ち抜くことによって、東京電力一社のＣＯ２排出量はたとえ増加するとしても、結果として社会全体のＣＯ２排出量削減に貢献することを目指している。
総量削減目標に基づく販売電力量の調整は、このような取組みに逆行するものであり、その温室効果ガス排出削減対策としての有効性には疑問を呈さざるを得ない。
上記報告者の本件格付け評価基準に関する考え方は、以下の通りである。一般に、ＧＨＧ排出削減に関して「総量削減」を企業に対して求めることは、生産量調整を求めることにつながるが、生産量調整が現実的な対策かは疑問であり、かつ有効な対策として機能しない場合が多々あると推測する。したがって、環境経営の「あるべき姿」としてレベル４に、原単位に加えて総量削減を設定し当学会が生産量調整にコミットすることに反対である。企業努力の評価は、管理可能な要素である原単位での管理をベースとすべきであり、その上で、管理可能でない要素における企業努力の評価を加味するのが適切であろう。
事例発表の後、討議に移った。主な討議内容は次の通り：
①自動車製造業では、燃費効率の改善などにより環境に優しい製品を開発している。しかし、顧客が求めるものが高級車や燃費効率の悪い大型車であった場合には、そのような製品も製造し販売していることから、結果として全体の燃費効率が悪化してしまう。すなわち、電力業界に限らず、総量目標では企業の努力が評価されないことが起こる。これは、企業にとって顧客ニーズや製品の使用方法など、企業がコントロールできない部分があるからである。この問題の克服には、環境性能の高い商品の提供だけにとどまらず、環境保全に関する顧客の意識を高め、環境性能の優れた製品と劣る製品との差別を明確にし、顧客が優れた製品を購入しやすくするなど、企業自身が一層の努力と啓発とをしていく必要がある。また政策的な対応（たとえば、ラッシュ時には二人以上乗客しなければ高速道路を利用できない等）を、企業が行政に対して積極的に求めていくこともなされるべきであろう。
②ＳＲＩでは、戦車製造やアルコール関連の会社には☠マークを付すなどの例もあるが、現代社会の基幹であるエネルギー産業に☠マークを付して、後は禊ぎ済みとするのは社会として真っ当ではないであろう。どのように二酸化炭素削減のインセンティブを社会システムに組み込むかは、したがって、確かに一企業を超えた重要な課題である。しかしながら社会全体では、二酸化炭素排出の大幅な削減は今や避けられない課題となっている。たとえば、イギリスでは２０５０年までに二酸化炭素排出を６０％削減することを法令集に入れる方向に進んでいる。したがって、さまざまな欠陥はあるものの、サステナビリティ格付けの視点では、やはり総量による管理を求めざるを得ないのではないだろうか。

次いで、京都メカニズムや炭素税など、現に実行されている温室効果ガス削減のための社会システムについてさえ、まだまだ解決すべき問題を多く抱えていることが指摘された。また、関連して、製品・サービスの受益の際には、メリットばかりでなくそのデメリット（たとえば製造工程で生じた環境負荷）も正しく反映された負担を受益者に求めることが出来るようにする社会システムの体制整備の必要性が提議された。

以上に加えて：③ドライバの行動には企業の管理が及ばないと言う主張を全く理解しない訳ではないが、他方で、日米の自動車会社が温暖化の加害者として米国で訴えられるなど、社会の急速な情勢変化が起きている中で、それらに余りにも鈍感では、将来に経営上の禍根を残すのではないか；④企業の環境保全活動への投資・研究開発活動に対して株主の理解が得られるかが危惧される；⑤オランダで環境規制の緩やかな所へと企業が越境移動していることに見られるように、環境配慮を過剰に求めると国内の産業の空洞化が問題となりかねない；⑥成熟産業と成長産業、成熟技術と新規技術、成熟市場と成長市場ないし産声市場など、それぞれのライフステージの違いを無視して一律に総量管理を求めるのは無謀ではないか；⑦総量管理は、全く新規の製品・サービスの開発にブレーキを掛けることにならないか；⑧従来技術の延長上のイノベーションに大いに期待できる産業もあれば、余り期待ができない産業もある；⑨環境負荷を製品のリュックサックとしてカウントし、バリューチェーンの中で引き継いでいくことも必要ではないか；といった議論もあった。
